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（視　点）
　2015年�月に金融ிから公දされた「平成27事務年度金融行政方਑」の中で、۩体的重点施
策の一つとして「'JOTFDIへの対応」がڍげられ、フΟンテックの動きをできるݶり先取りし
て೺Ѳしながら環境整備していくことがࣔされた。また、2016年5月25日、銀行等による金融
関連*T企業等への出資の容қ化などを内容とする「情報通信ٕज़の進ల等の環境変化に対応す
るための銀行法等の一部をվਖ਼する法཯」（いわゆる「վਖ਼銀行法」）が可ܾ、成ཱした。
　このように、「フΟンテック」を推進するうえでの法制度上の環境整備が進む中で、信金中央
金庫�地域・中小企業研究所では、本稿をൽ切りに、今後、フΟンテックにかかる情報を継続的
に発信していくこととしている。
（要　旨）
⃝�「フΟンテック」とは、「'JOBODF（金融）」と「TFDIOPMPHZ（ٕज़）」を組み合わせた଄ޠ
であり、主に*Tを活用したֵ新的な金融サービス事業を指す。既存の銀行等が提供してい
ない金融サービスをスϐーデΟーに提供していることが多いことから、「*T業քでഓわれた
新ٕज़・サービスを金融業քに持ち込み、保क的といわれる金融サービス業を再デザイン
する（利用者へのl見せ方zを変ֵする）こと」と定ٛづけられることもある。

⃝�Ԥถで提供される主なフΟンテックのサービスྖ域は、「ܾࡁ」と「融資」でかなりの割合
を占めるといわれているが、現在のところわが国では、家計฽アプリやロϘアドバイザー
に代දされる「資産運用」が中৺となっている。

⃝�わが国の「フΟンテック」は、Ԥถでの「フΟンテック」の普ٴ、拡大の動きを受けて、
まず民間で੝り上がりをみせ、2015年上期以降注目されるようになった。各লி、中央銀
行、国会ٞ員の間でさま͟まな会ٞ体や研究会がཱち上がり、ਫ਼力的にٞ論が行われ、法
制度上の環境整備が進められている。メガバンクや大手地方銀行などは、専門部ॺをཱち
上げ、۩体的なサービス提供に動き始めている。今後は、「Φープン・イϊϕーション」や
「ブロックチェーン」などが注目テーマとなろう。
⃝�非対面チャネルの拡充につながる「フΟンテック」について、マスセールスに積極的なメガ
バンクや大手地方銀行と異なり、'BDFUP'BDFで金融サービスを提供する信用金庫がどのよ
うに取り組む΂きかは、その本質をよく理解し、中௕期的な視点で検討する必要があろう。
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はじめに

マネーフォϫード（ג）富士通૯研や（ג）　

は、その出൛෺のなかで、ถ国の*T分໺調査

会社ガートナー社が提এする「ハイプサイク

ル（注）1」を引用し、「フΟンテック」は、2015

年から2016年にかけての時点で「ա度の期

待のϐーク期」に差しかかる段階にあると推

ଌしている（図表1）。また、（ג）/TTデー

タ経営研究所の情報ࢽ「情報未来/P.50」

（2016年2月）では、目的が໌確でない中での

フΟンテックサービスの導入を「フΟンテッ

クࡇり」とද現してܯ৊を໐らしている。

　このように、*$T（情報通信ٕज़）の進ల

とともにٸ଎にޫ٭をཋびるようになった

「フΟンテック」ではあるが、取ࡐ等を通じ

て感じることは、「バζϫード」すなわち

「フΟンテック」の໌確な定ٛや範囲が定

まっていない中で、人によってࢥいුか΂る

イメージがઍ差ສ別であり、あるいはએ఻จ

۟として౎合よく引用されているҹ象を受け

る点である。こうした中、2016年5月25日、

銀行等による金融関連*T企業等への出資の

容қ化などを内容とする「情報通信ٕज़の進

ల等の環境変化に対応するための銀行法等の

一部をվਖ਼する法཯」（以下、「վਖ਼銀行法」

という。）が可ܾ、成ཱした。

　そこで本稿では、「フΟンテック」を୊ࡐに

した金融調査情報のॳ回として、まず「フΟ

ンテック」の定ٛや事業ྖ域を整理するとと

もに、今後の注目テーマに৮れながら「フΟ

ンテック」を८る最近の動向を֓観する。ち

なみに、「フΟンテック」を୊ࡐとした࣍回以

降の金融調査情報では、フΟンテック企業等

への訪問取ࡐをもとに事例紹介し、継続的に

情報発信していくことを予定している。

1．ʮフΟϯテοΫʯͱは

（1）定ٛ

　「フΟンテック」とは、一般的に、「'JOBODF

（金融）」と「TFDIOPMPHZ（ٕज़）」を組み合わ

せた଄ޠとݴわれる。2015年12月22日に公

දされた金融৹ٞ会による「ܾࡁ業務等の高

度化に関するϫーキング・グループ報ࠂ�～

ᴈ໌ظ

ؒ　ظ

ظ໓ݬ

ա౓のظ଴のϐーΫظ

ظ໤活動ܒ

଴౓ظ

ੜ産の҆定ظ

フィンテック
（2015年時点、富士通総研）

フィンテック
（2016年3月時点、マネーフォワード）

（備考�）۱本ਖ਼׮・দ໌ٛݪஶ『'JOUFDIとはԿか』（2016
年）Q147、௰༱介・୍ढ़༤ஶ『'JOTFDI入門』（2016
年）Q45をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所
作成

図表1	　ʮա౓のظ଴のϐーΫظʯに͋るフΟ
ϯテοΫ

（注）1�.ハイプサイクルとは、新ٕज़が社会に認知され定着していくまでのプロセスを「ᴈ໌期」、「ա度の期待のϐーク期」、「ݬ໓
期」、「ܒ໤活動期」、「生産の安定期」とද現してઆ໌するものである。なお、ガートナー社は、2015年10月27日に、「日本
におけるテクϊロジのハイプサイクルɿ2015年」を公දしている（IUUQT���XXX.HBSUOFS.DP.KQ�QSFTT�IUNM�QS20151027�01.
IUNM）。
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高度化に向けたઓུ的取組み～」（以ࡁܾ

下、「ܾࡁ高度化8(報ࠂ」という。）の中で

も（注）2、「'JOTFDIとは、金融（'JOBODF）とٕ

ज़（TFDIOPMPHZ）をֻけ合わせた଄ޠであ

り、主に、*Tを活用したֵ新的な金融サー

ビス事業を指す。特に、近年は、ւ外を中৺

に、*Tϕンチャー企業が、*Tٕज़を生かし

て、఻౷的な銀行等が提供していない金融

サービスを提供する動きが活発化してい

る。」とઆ໌されている。

　信金中央金庫�地域・中小企業研究所発刊

のニュース�トϐックス/P.27�25（2016年ù月

18日）『ޫ٭をཋびる「フΟンテック」ɻ 地

域金融機関にとっての「フΟンテック」ɻ 』（注）3

では、「フΟンテック」というݴ༿を「最近

の傾向では、金融関連テクϊロジーを扱う

*T企業を指すことが多い。」と指ఠした。こ

うした*T企業は、ܾࡁ高度化8(報ࠂにあっ

たとおり、既存の銀行等が提供していない金

融サービスをスϐーデΟーに提供しているこ

とが多い。そこで本稿では、「フΟンテッ

ク」を「*T業քでഓわれた新
4

ٕज़・サービ

スを金融業քに持ち込み、保क的といわれる

金融サービスを再デザイン
4 4 4 4 4

する（利用者への

l見せ方zを変ֵする）こと」と定ٛづけるこ

ととする。

　なお、「フΟンテック」をଊえるうえで、

Ԥถでは「アンバンドリング（機能分化）」

と「デΟスラプター（ഁյ者）」の2つの用ޠ

がキーϫードとしてڍげられることが多い。

前者は、金融機関が顧客に対して一体的に提

供してきた預金、融資、ܾࡁの機能の一部を

分解し、フΟンテック企業が低コストとス

ϐードを෢ثに顧客利便性を高めてサービス

を拡充する動きである。後者は、フΟンテッ

ク企業が高度な*Tを෢ثに既存の金融マー

ケットに෩݀を開ける動きである。ただし、

後者については、ݎ࿚で安શ性の高いצ定ܥ

システϜネットϫークをもつわが国ではೃછ

みにくく、フΟンテック企業は、むしろ「ト

ランスフォーマー（銀行サービスのܗを変化

させる者）」とݴえるのではないだろうか。

業・サービスྖ域ࣄ（2）

　「フΟンテック」の事業ྖ域をみるにあ

たっては、「規制分໺」（融資、ܾࡁ、ૹ金、

౤資）と「規制外分໺」（情報؅理、業務支

援、Ծ想通՟）の2種類に分ける（注）4など、

「フΟンテック」に໌確な定ٛがないゆえ

に、さま͟まな見方がある。本稿では、個人

向けサービスと法人向けサービスという切り

口で、図表2のとおり大まかに分類した。例

え͹、ܾࡁでは「41*,&（注）5」や「$PJOFZ（注）6」、

資産運用では「お金のデザイン（注）7」や

（注）2��．本報ࠂのうち（注）1��参র
������3��．�IUUQ���XXX.TDCSJ.KQ�1%'OFXT�UPQJDT�20160218.QEG参র
Q18参র『世代金融ビジネス࣍�情報未来/P.50�特集』TTデータ経営研究所/（ג）．��������4
������5��．メタップス（アプリऩӹプラットフォーϜ運営会社）が運営するܾࡁ手数料0％のΦンラインܾࡁサービス（IUUQT���TQJLF.

DD�）参র
������6��．わが国ॳのスマートフォンܾࡁサービス（IUUQT���DPJOFZ.DPN�）参র
������7��．低コストでのグローバル資産運用提案サービス（IUUQT���XXX.NPOFZ�EFTJHO.DPN�）参র
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（備考�）各種จ献をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研
究所作成

図表2	　ʮフΟϯテοΫʯのࣄ業ྖ域

（注）8��．生命保険など保険情報比較サービス（IUUQ���JOTOFYU.DPN�）参র
���������．会計帳฽を自動作成できるクラウド会計サービス（IUUQT���XXX.GSFFF.DP.KQ�）参র
������10��．Ϣーザϕース社が運営する企業のࡒ務データや業ք情報などの経ࡁ情報を取得できる情報データϕース（本事例は、信金�����������

中金月報2015年5月号『*T利活用が「金融機関」にもたらすものは 「ɻ*Tʷ金融」の可能性ʵ』（2015年5月）Q58�5�で紹介、
IUUQ���XXX.TDCSJ.KQ�1%'HFQQPV�2015�2015�5.QEG）
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"*（ਓ޻஌ೳ） 資産ӡ用ΞプϦ

3ʙ5年ޙの
ٕज़進లに注目

೔ຊではීٴは
進·ないՄೳੑ高

௕ظ的な視໺で
ٕज़進లに注目

Φϯライϯૹ金
Ϋラ΢υ会ܭ

Φϯライϯ融資

（個人資産؅理、資産運用・౤資
アドバイス、会計業務支援等）

（備考�）各種取ࡐ等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

「*/4/&9T（注）8」などが知られている。その

ほか、会計ιフトでは「GSFFF（注）�」、金融情

報では「41&&%A（注）10」などが活躍してい

る。なお、それͧれのサービスを提供する

フΟンテック企業の事例は、࣍回以降で紹介

することとしたい。

　また、「フΟンテック」をサービス͝と

に、金融業քに与えるӨڹ度を֓観すると、

図表3のとおりࣔすことができるだろう。こ

れらのサービスは、必ずしもす΂てが新しい

ものではない。例え͹、「モバイルバンキン

グ」や「モバイル証݊」などのサービスは、

2000年前後の（ג）ジャύンネット銀行の開

業（2000年Ā月）をはじめとするΦンライン

専業銀行の誕生、দҪ証 による国内（ג݊）

個人 法人

決済（仮想通貨含む）

送金（国内・海外）

クラウドファンディング

オンライン融資

個人資産管理

資産運用・投資
アドバイス

経営支援

会計業務支援

金融情報サービス

図表3	　主なフΟϯテοΫサービスͱ金融サービス変ֵに༩えͦ͏なӨڹ౓߹い
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ॳのネット証݊取引サービスの提供（1��8

年5月）などの流れを受けたものであり「変

ֵ度」は高いとはݴえない。

　ここでは、現時点では「変ֵ度」は高いと

はいえないものの最近ٸ଎にޫ٭をཋびてい

る「A*（アーテΟフΟシャルインテリジェ

ンス�人޻知能）」、さま͟まな利用方法や可

能性があると指ఠされている「ブロック

チェーン」、そしてւ外ではਁಁしている

ιーシャルレンデΟング（注）11に代දされる

「Φンライン融資」に৮れてみたい。

　「A*」は、金融業քでは「ロϘアドバイ

ザー」での活用でೃછみਂいものになりつつ

ある。「ロϘアドバイザー」は、利用者から

与えられた情報を基に独自のアルΰリζϜで

計ࢉを行い自動的に最適な౤資ポートフォリ

Φを提案・運用する資産運用サービスであ

る。ถ国では運用規໛はさほど大きくないも

のの参入企業数が増加している。わが国でも

2015年10月に、（ג）みずほ銀行が資産運用

アドバイスサービス「4MA3T�'0-*0」（注）12

を提供するなど注目をཋびつつある。また、

銀行は、16年2月、ถ*#M+'6ژඛ౦ࡾ（ג）

社の人޻知能「8BUTPO（ϫトιン）」を活用

して、無料対࿩アプリ-*/&を通じ顧客から

の問合せ対応を開始する（注）13など、接客サー

ビスに活かす動きが出ている。現時点では、

「A*」の新ٕज़であるデΟープラーニング

（ਂ層ֶश）（注）14やԻ੠認ࣝなどのٕज़が発ల

్上のため、今す͙に大きな「変ֵ」がىこ

るものではない。しかし、「A*」について

は、ถグーグル社が開発した「アルフΝޟ」

がプロع士にউ利したり、2045年には人間

の೴を上回るlシンΪュラリテΟー（ٕज़的

特異点）zが࿩୊になったとおり、今後、金

融業քの範ᙝを௒えて社会શ体の「変ֵ」を

ଅしていく可能性をൿめている。

　「ブロックチェーン」は、҉号ٕज़と121

（ϐア・πー・ϐア）ネットϫークٕज़（注）15

を応用したl分هܕࢄ࿥؅理ٕज़zである。二

重取引の有無など取引ه࿥の整合性を検証し

ながらブロックを作成していくため、վ͟ん

が極めてࠔ難である特௃をもつ。また、分ࢄ

ネットϫークは中央サーバー等を設けずܕ

に、ネットϫーク参加者で୆帳をڞ有するた

め、システϜμウンに強い、コストが安いと

いう点でも注目を集めている。「ブロック

チェーン」の応用例の一つとしてԾ想通՟

ビットコイン（#JUDPJO、銀行の残高元帳を

分ࢄ）は有名である。ただし、「ブロック

チェーン」には、認証に時間がかかる、取引

を最ऴ確認できない、安શ性の証໌や検証が

不े分であるなどの問୊がڍげられ、未成ख़

な側面もあるといわれている。しかし、今後

研究が進められ、ブロックチェーンٕज़の基

盤を構築していくことができれ͹、金融業ք

（注）11��．121（1FFS�UP�1FFS）フΝイナンスともいわれ、आり手とିし手を直接マッチング（金融஥介）するサービスの૯称である。
������12��．みずほ銀行ニュースリリース（IUUQ���XXX.NJ[VIPCBOL.DP.KQ�SFMFBTF�QEG�20151030SFMFBTF@KQ.QEG）参র
銀行ニュースリリース（IUUQ���XXX.CL.NVGH.KQ�JOGP�QEG�20160218@JOGP.QEG）参র̛̟̪ژඛ౦ࡾ．��������13
������14��．人間の೴ਆ経細๔のಇきをιフトウェアとして再現したニューラルネットの࢓組みをԿ層にも重Ͷることにより、高度な

情報ॲ理を行うٕज़のこと。
������15�．ネットϫーク上で対等な関係にある୺末間を相ޓに直接接続してデータをૹ受信する通信方ࣜのこと。
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にとどまらない෯広い分໺での活用が期待で

きるだろう。

　一方、「Φンライン融資」について、ถ国

ではҠ民の問୊やݫ格なクレジットスコア

（個人の信用力の格付け）の運用などの問୊

があって、आ入れしたくてもआ入れできない

層が多く存在し、既存の金融機関が融資しな

い信用力の低い層に資金をିし出すフΟン

テック企業が数多く設ཱされてきた。わが国

では、こうした問୊がݦ在化していないこと

や、ି金業法などで「1対1のιーシャルレ

ンデΟング」が制度上認められていない（注）16

こともあり、法制度の変更が行われないݶ

り、当面、普ٴは難しいと考えられている。

2	．わ͕ࠃのʮフΟϯテοΫʯΛ८る
޲の動ۙ࠷

　「フΟンテック」というݴ༿は、ถ国の金

融専門メデΟア「アメリΧン・バンΧー

（ANFSJDBO�#BOLFS）」とถ国の金融調査サー

ビス企業「*%$�'JOBODJBM�*OTJHIUT」がຖ年ळ

にフΟンテック企業100社をランキングした

「'JOTFDI100」（注）17を 公 දするなど、既に

2000年代前半から使われていたが、一般の

間ではೃછみのないݴ༿であった。

　「フΟンテック」が世ք的にٸ଎に注目を

ཋびたഎܠとして、2008年にىきたリーマ

ンショックをܖ機に、とりわけถ国におい

て、政෎から支援を受ける既存の金融機関に

対する利用者からの不信感が高まったことが

げられる。こうしたなか、ถ国バイアコڍ

Ϝ・メデΟア・ネットϫークから発දされた

調査結果「ミレニアル世代のഁյ指ඪ（注）18」

の中で、「フΟンテック」により銀行業が最

もഁյ的なӨڹを受けると公දされた（注）1�。

また、リーマンショックを受け、既存の金融

機関での大規໛なリストラにより転職ࢢ場に

多くの人ࡐが流出したことで、これら金融専

門人ࡐと*T人ࡐとの融合がىこり、ถ国で

はフΟンテック企業がٸ増した（図表4）。

　ӳ国では、2014年8月に、金融機関とフΟン

テック企業などから構成される業քஂ体

「*OOPWBUF�'JOBODF（注）20」が設ཱされ、同年10月

には金融行ҝ規制機構（'$A���'JOBODJBM�

$POEVDU�AVUIPSJUZ）におけるプロジェクト

「1SPKFDU�*OOPWBUF（注）21」で消費者利ӹにかなう

金融サービスのイϊϕーションが঑ྭされ

た。また、2015年3月に、Պֶி（(PWFSONFOU�

（注）16��．わが国のιーシャルレンデΟングでは、まず金融஥介事業者がି金業法̏৚にもとづくొ࿥をしたうえで、ିし手がこの
金融஥介事業者とಗ名組合ܖ約を結んで資金提供し、その資金をもとに金融஥介事業者がआり手にିし付けるスキーϜを
とっている（例ɿNBOFP）。また、金融஥介事業者は、ಗ名組合の出資者として౤資家をื集するにあたり、金融商品取引
法上のୈ二種金融商品取引業者としてのొ࿥も必要となる。

������17�．2015年のランキングは、アメリΧンバンΧーࢴ（IUUQ���XXX.BNFSJDBOCBOLFS.DPN�pOUFDI�GPSXBSE�SBOLJOHT�）や*%$�
'JOBODJBM�*OTJHIUTホーϜページ（IUUQ���XXX.JED.DPN�EPXOMPBET�*%$@'JOBODJBM@*OTJHIUT@'JOTFDI@3BOLJOHT�2015.QEG）に
おいて公දされている。上位100位には、わが国から໺ଜ૯合研究所（10位）、シンプレクス社（74位）の2社がランクイン
している。

������18�．TIF�MJMMFOOJBM�%JTSVQUJPO�*OEFY（2014年）
　　　（IUUQ���XXX.NJMMFOOJBMEJTSVQUJPOJOEFY.DPN�XQ�DPOUFOU�VQMPBET�2014�02�M%*@'JOBM.QEG）参র
������1��．1�81年から2000年生まれのミレニアル世代とݺ͹れる̍ສ人を対象としたアンケート調査であり、銀行サービスに関す

る意ࣝ調査では、「3人に1人が�0日以内に利用する銀行を変更」、「33％が銀行をશく必要としない」、「73％が銀行よりも*T
企業の金融サービスに期待」などの結果がࣔされている。

������20�．IUUQ���JOOPWBUFpOBODF.DPN�参র
������21�．IUUQT���JOOPWBUF.GDB.PSH.VL�参র
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0⒏DF�GPS�4DJFODF） から報ࠂॻ「'JOTFDI�

'VUVSFT」（注）22が公දされ、2025年までにフΟ

ンテック産業が発లしていくためのビジョン

がࣔされている。

　アジアଠ平༸地域においてもフΟンテック

企業のサービスྖ域は、ܾࡁ分໺から始まっ

てさま͟まな分໺に拡大しており、౤資額

ϕースでみると、ܾࡁ分໺で約40�、融資業

務で約25�（注）23のフΟンテック企業が活躍し

ている。

　一方、わが国で「フΟンテック」が注目を

ཋびるようになったのは、ॾઆあるものの、

Ԥถを中৺とした「フΟンテック」を८る大

きな流れの中で、2015年2月、（ג）ࡾඛ౦ژ

6'+銀行が「'JOUFDI�$IBMMFOHF� 2015」（注）24

を 実施し、ָఱ（ג）が「3BLVUFO�'JOBODJBM�

$POGFSFODF�2015」（注）25を開催するなど、大規

໛なイϕントが重なったことがきっかけに

なったと考えられている。

　 を振り返ると、1��0年代に、8JOEPXT�5࢙ྺ

のొ場をきっかけにインターネットの普ٴが

進む中、上（2）1هで৮れたΦンライン専業銀

行のొ場などを含めてインターネットバンキ

ング（*#）が利用者の間でਁಁしはじめた。そ

（注）22����．IUUQT���XXX.HPW.VL�HPWFSONFOU�VQMPBET�TZTUFN�VQMPBET�BUUBDINFOU@EBUB�pMF�4130�5�HT�15�3�pOUFDI�GVUVSFT.QEGを参র
������23．アクセンチュアが2015年11月25日に公දしたニュースリリースによる。
������24�．�2015年2月1�日～6月1�日まで開催された（IUUQ���XXX.CL.NVGH.KQ�JOOPWBUJPO�pOUFDI2015�JOEFY.IUNM）。*$Tを活用した

「お客さまにબ͹れる新しい金融サービス」の૑଄を目的に、主に*Tϕンチャー企業等からٕज़、ビジネスモデル、サービ
スに関するアイデアを広くื集したイϕントである。

������25�．�2015年2月23日、「フΟンテック」といわれるֵ新的な金融サービスが生まれる中で、未来のフΝイナンスビジネスをඥ
解く目的で開催された（IUUQ���DPSQ.SBLVUFO.DP.KQ�FWFOU�SGD2015�）。

図表4	　世քのフΟϯテοΫ企業のҰཡ

（備考�）7FOUVSF�4DBOOFSより引用（一部加޻）
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の後、2000年代に入ってから、情報通信ٕ

ज़の向上にともないクラウドの利用が普ٴし

たり、スマートフォン等の利用が普ٴした

（図表5）。これらをഎܠに、ถ国でM#Aを取

得したى業家を中৺にフΟンテック企業が設

ཱされ、まずはܾࡁ関連サービスを中৺に、

図表6のとおり、さま͟まなフΟンテック

サービスが提供され、それͧれのサービスの

中でถ国企業を含めさま͟まなフΟンテック

企業が活躍している（図表7）。また、これ

らフΟンテック企業を中৺に一般事業会社も

法人会員として参ըし、2015年�月、（一社）

'JOTFDIڠ会（注）26（౦ژ౎۠ߓ）が設ཱされ

ている。

　こうした中、フΟンテック企業を育成しよ

うという民間の動きが出てきており、例え͹

などは、2016年2月、わが国（ג）ඛ地所ࡾ

ॳとなるフΟンテック企業育成ڌ点「フΟン

テックセンター�Φブ�౦ژ�フΟϊラϘ（注）27」�

を開設している。また平࿨不動産（ג）は、�

（備考�）『平成27年൛�情報通信നॻ』をもとに信金中央金庫�
地域・中小企業研究所作成

図表5	　スϚートフΥϯの世帯ීٴ཰の推移

0

50

100

2010年末 11年末 12年末 13年末 14年末

（％）

�.7

64.2

（注）26��．IUUQ���XXX.pOUFDIKBQBO.PSH�参র。わが国のフΟンテックスタートアップ企業およびフΟンテックΤコシステϜの成௕を
支援し、消費者により便利で役ཱつ金融サービスの提供を目指すことを目的に設置された。

������27�．IUUQ���XXX.NFD.DP.KQ�K�OFXT�BSDIJWFT�NFD160201@pOPMBC.QEG参র

（備考�）各種資料等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

1���年୅ 2���年୅ 2�1�年୅

主
な
サ
ー
ビ
ス

顧
客

技
術 （1��5年）

顧客目ઢ͕
ʮ検ࡧʯへ

ϚルνίΞ $16
（ॲཧ高଎化）

Ծ૝化ٕज़

ビοΫσーλ
*P5

サービスの
Ϋラ΢υ化

オンラインサービス
（*#等）

ＥＣ向け決済

クラウド会計

クラウド
ファンディング

資産運用アプリ

スマホ決済

家計アプリ

ビットコイン

ロボアドバイザー

オンライン融資

8JOEPXT�5
（1���年）
"%4-・JϞーυ

スϚートフΥϯの
Ϣーザイϯλー
フェイス化

図表6	　ʮフΟϯテοΫʯΛ८る外෦ڥ؀の変化
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l金融人ࡐや資産運用を中৺とした金融ϕン

チャー企業を育成するڌ点をつくるzをコン

セプトとして、౦ژ・日本דڮொにフΟンテッ

ク企業育成ڌ点を開設すると報ಓされた。

　大手*Tϕンμーも、「フΟンテック」に対

応する動きを加଎している（図表8）。各社

とも、l自社׬結zでなく、他社、ى業家、大

ֶなど外部が有するٕज़やアイデアなどを組

み合わせてֵ新的なビジネスモデルや研究成

果、੡品・サービス開発などにつなげる

「Φープン・イϊϕーション」に積極的に取

り組み、フΟンテック企業とのڠಇに取り組

（備考�）各種資料等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（備考�）各種資料等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

図表7	　わ͕ࠃで活༂͢る主なフΟϯテοΫ企業

図表8　େ手ϕϯμーにお͚るフΟϯテοΫへの主なऔ組み

෋࢜௨

主 な 動 ޲

೔ຊ*#.

/55σーλ

ۚ融ؔػɺ̞̩ ϕンμーɺϕンνϟーۀاͷڞ૑ʹΑΔ৽ͨͳۚ融サービスΛ૑଄͢Δ৔ͱ͠ ͯɺ
����೥̓ ݄ɺコンιーγアϜʮ'JOBODJBM�*OOPWBUJPO�'PS�+BQBO	'*'+
ʯΛઃཱ
（2016年3月1日現在ɿ金融機関104社、フΟンテック企業�6社、その他̐ 社が参加）

Λཧղɾֶޠݴ श͠ ਓؒͷҙࢥ決ఆΛࢧԉ͢Δ̖ ʢ̞ਓ޻஌ೳʣٕ ज़ʮϫトιンʢ8BUTPOʣʯΛ։ൃ
͍͋·͍ ͳ࣭໰ΛؚΊ࣭໰ऀͷ࣭ٙԠ౴ͷ಺༰Λղੳ͠ ɺ࣭ ٙԠ౴ΛੵΈॏͶֶश͠ ͍ͯ͘ ͱ͜
ʹΑΓճ౴ͷਫ਼౓ΛߴΊ͍ͯ͘ ͱ͕͜ ՄೳͰɺϝΨバンク͕ コーϧηンλーͰ׆用։࢝
����೥̑ ݄ɺʮ*#.�8BUTPO�4VNNJU�����ʯΛグランドプリンスホςϧ৽ྠߴʹͯ։࠵

৽͠ ビ͍δωス૑ग़ʹ向けͯɺઌਐతͳऔ૊ΈΛͯͬߦ ͍Δϕンνϟーۀا౳ͱେۀاʢۜߦ౳ؚ
ΉʣͱͷマッνングࢧԉɾアクηラϨーλープログラϜΛఏڙʢʮ๛ऱͷߓ Β͔ʯͳͲʣ
フィンςックサービスͷプラットフΥーϜʢアプリバンΩングɺフィンςックۀاͱͷ࿈ܞʣͷఏڙ΍融資
৹ࠪͷߴ౓Խߴɾ ଎ԽͳͲΛݕ౼த

（注 ）PayPal（決済）、stripe（決済）、mint.com（資産管理）、
SoFi（ローン）LendingClub（ローン）は米国企業

	 調　査	 31



んでいる。

　このような民間で੝り上がった「フΟン

テック」ブーϜの෩ைを受けて、わが国の各

লி、中央銀行、国会ٞ員においてもਫ਼力的

に「フΟンテック」についてٞ論するように

なってきている。金融ிでは、2020年に開

催される౦ژΦリンϐック・ύラリンϐック

に向けて、ܾࡁの高度化へのニーζに対応す

るなどの目的で、2014年10月から「ܾࡁ業

務等の高度化に関するϫーキンググループ」

等を開催し、金融と*Tとの融合をٞ論した。

また、2015年�月に公දした「平成27事務年

度金融行政方਑（注）28」では、「4．*Tٕज़の進

లによる金融業・ࢢ場の変ֵへのઓུ的な対

応」の中の۩体的重点施策に「（1）'JOTFDI

への対応」を߲目にڍげ、フΟンテックの動

きをできるݶり先取りして೺Ѳしながら環境

整備していくことがࣔされた。さらに、同年

12月、フΟンテックに関する一元的な相談・

情報ަ換૭口として'JOTFDIサポートデスク

を開設している。2016年5月25日には、銀行

等による金融関連*T企業等への出資の容қ

化などを内容とするվਖ਼銀行法が可ܾ、成ཱ

し、「フΟンテック」を後ԡしする法制度上

の環境整備も進んでいる。

　経ࡁ産業লでも、2015年10月から「産業・

金融・*T融合に関する研究会（'JOTFDI研究

会）」を開催し、フΟンテックの将来を見据え

た論点整理、対応の方向性などのٞ論を進め

ている。国家ٞ員の中にも動きがあり、自༝

民主ౘでは、2014年6月に、*Tઓུ特命委員

会においてビットコインに対する中間報ࠂを

とりまとめたり、2015年12月には、'JOTFDI

推進ٞ員連ໍをཱち上げ、フΟンテックに関

するษ強会を継続的に開催している。

　わが国の金融業քにおいて、まずメガバン

クでは、「フΟンテック」に対応する専門部

ॺをཱち上げ、۩体的なサービスを提供し始

めている（図表�）。例え͹、（ג）ࡾඛ6'+

フΟナンシャル・グループでは、「フΟン

テック」を対象にしたビジネスコンテスト等

を開催するとともに、ै来の金融サービスと

は一ઢをըす新たな金融サービスを開発する

という方਑の下、2016年1月、デジタルイϊ

ϕーション推進部と経営企ը部が؅ڞするܗ

で「イϊϕーション・ラϘ」を発足させ、

フΟンテック企業とのڠಇを加଎している。

また、大手地方銀行でも、「フΟンテック」

に対応する専門部ॺをཱち上げ、個人金融資

産؅理（1'M）など個人金融分໺を中৺に、

「フΟンテック」に取り組み始めている（図

表1�）。例え͹、（ג）੩Ԭ銀行、（ג）ࢁ口

フΟナンシャルグループ、（ג）౦๜銀行など

は、家計฽アプリで有名な（ג）マネーフォ

ϫードと資本業務提携をし、サービスの連携

を図っている。わが国の大手金融機関の動き

を૯ׅすると、現状では、家計؅理サービス

など個人金融分໺を中৺にフΟンテック企業

との連携が進んでいるとݴえよう。

（注）28��．�IUUQ���XXX.GTB.HP.KQ�OFXT�27�20150�18�1�01.QEG参র
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（注1�）金融サービスに変ֵをもたらす೤意を持った企業家・�ϕンチャー企業の方々と、ֵ新的なビジネスのཱち上げを目指
すプログラϜ

（注2�）（ג）/TTデータが提供する、一般企業によるϕンチャー企業との新規ビジネス૑発の取り組みを支援するサービス
（注3�）みずほୈ一フΟナンシャルテクϊロジーとの連携したわが国ॳの資産運用ロϘアドバイザーサービス
（備考�）/TTデータ経営研究所資料等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（備考�）/TTデータ経営研究所資料等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

図表�　ϝΨόϯΫにお͚るʮフΟϯテοΫʯへの主なऔ組み

図表1�　地域金融ػ関等にお͚る'JO5FDIへの主なऔ組み

ߦۜ+'6ژඛ౦ࡾ

組৫体制の੔උ ୅表的なऔ組み

みͣ΄ۜߦ

ߦҪॅ༑ۜࡾ

米国シリコンバレーにイノベーションセンター設置
デジタルイノベーション推進部設置
FinTech 研究専門部署

「イノベーション・ラボ」設置

インキュベーション室設置
インキュベーションプロジェクトチーム設置

ＩＴイノベーション推進部設置

ビジネスコンテスト「三菱東京ＵＦＪ銀行 FinTech Challenge 
2015」、「三菱東京ＵＦＪ銀行 FinTech Challenge 2016 ハッ
カソン」
ＭＵＦＧ Fintech アクセラレータ   設立
IBM Watsonを活用した「お客さまからのお問合せ対応」高度
化（わが国初）

オープンイノベーション支援プログラム  
 「Digital Corporate Accelerate Program」利用開始
オープンイノベーションフォーラムの開催（ＮＴＴデータとの共催）
Simple Emotion 社の音声感情認識技術を活用したコールセン
ターのオペレーター応対品質向上
ロボアドバイザー「SMART FOLIO」

米国シリコンバレーのベンチャー支援機関「プラグ＆プレイテック
センター」と提携
ＳＭＢＣオープンイノベーションミートアップ（交流会）の開催
IBM Watsonを活用したコールセンターのオペレーター応対品
質向上
近畿大学などと産学連携の共同研究

注２

注3

注1

りͦなۜߦ

੩Ԭۜߦ

)'口ࢁ

౦๜ۜߦ

;͘お͔ۜߦ

ઍ༿ۜߦ

フΟϯテοΫΛ活用ͨ͠ 店ฮల開（๛ऱࢧ店　セϒϯσイζプラザͱよ͢）
　　　　　　　　　　　　　　　ʜҹؑレスでの口座開設ɺϖーύレス手ଓ͖等

ϚωーフΥϫーυࣾͱの資ຊ業຿提ܞ
৿઒྄（̡ ̞̣ ࣾ̚ લࣾ௕）ͱの顧໰ܖ約

ϚωーフΥϫーυࣾͱの資ຊ業຿提ܞ

ϚωーフΥϫーυࣾͱの資ຊ業຿提ܞ

�̭̩ ̴̲ 	̷̸̞̰̽̽̾̓̾̽ͅ 2�15の開催
（۝भにࠜ͟ す企業とのマッチングによる地域活性化を目指し、「ܾࡁ」と「シェア」をキーϫードにした෯広
いٕज़・サービスアイデアื集）
スϚートフΥϯ活用プラοトフΥーϜʮ̸̗̰ ̺̽ ʯߏ૝（2�16 年݄̓ 開࢝予定）

業化推進ࣨʯΛ設ஔࣄ営企ը෦಺にʮフΟϯテοΫܦ
（本部ԣ断的な「ܾࡁ・フΟンテック活用検討プロジェクトチーϜ」と連携し新たなビジネスモデルを検討）
ୈߦ࢛ۜɺ中ߦۜࠃɺҏ予ۜߦɺ౦๜ۜߦɺ๺༸ۜߦͱ࿈͠ܞʮ̩ ̪̗ ̨̖ 金̖融γステϜ高౓化Ξラ
イΞϯスʯにͯڞಉ調査・研究
（2016 年̓ 月に「̩̱ イ̞ϊϕーションセンター」設ཱ予定）
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3	．ʮフΟϯテοΫʯにお͚るޙࠓの
注目テーϚ

　今後、注目をཋびそうな「フΟンテック」

におけるテーマをྻڍすると、図表11にࣔ

すことができよう。ここでは、とりわけ注目

を集めている「Φープン・イϊϕーション」

（「銀行A1*」含む。）と「ブロックチェーン」

について؆単に৮れることとしたい。

　最近、「*PT（モϊのインターネット）」が

࿩୊となっているとおり、੡品・サービスの

開発は、新しくゼロからスタートするのでは

なく、既存のٕज़とٕज़を組み合わせて新し

い付加Ձ஋を生むというల開に変わりつつあ

る。金融と*Tとの融合が進లする中、フΟ

ンテックサービスの開発も同༷であり、金融

機関はl自׬ݾ結zで金融商品・サービスの開

発、提供をするのではなく、フΟンテック企

業を含めた外部とڠಇする「Φープン・イϊ

ϕーション」という考え方を導入することが

強く求められている。2016年3月に、住信

4#*ネット銀行（ג）が（ג）マネーフォϫー

ドとの間で「銀行A1*」（注）2�の公ࣜ連携を公ද

しているように（注）30、おޓいにl8JO�8JOzの

関係を持ちつつ、利用者の目ઢにཱった金融

サービスの提供に努めている。

に、1（2）で৮れた「ブロックチェー࣍　

ン」についてであるが、これは分ܕࢄネット

ϫークであるため、システϜμウンに強いう

えコストが安く、参加者による相ޓ確認の࢓

組みがあるという特௃を持ち、データվ͟ん

に強いといわれる。その一方、ブロック

チェーンٕज़に対する安શ性の検証や証໌は

不े分であり、今後、安શ性要件やセキュリ

テΟ要件のڞ通的な定ٛを確ཱしていくこと

が必要とݴわれている。こうした中、2016

年4月15日に、ブロックチェーンٕज़の社会

インフラへの応用および政策提ݴなどを行う

ことを目的に、（一社）日本Ձ஋ه࿥事業者ڠ

会（注）31が（一社）日本ブロックチェーンڠ会

（+#A）にվ組された。2016年4月25日には、

発ىメンバー34社で、国内におけるブロッ

クチェーンٕज़の普ܒٴ発、研究開発推進、

ւ外のブロックチェーンஂ体との連携などを

目 的 に、 ブ ロ ッ ク チ ェ ー ン 推 進 ڠ 会

（#$$$）が設ཱされる（注）32などの動きが出て

いる。今後、ٕज़面の՝୊が解ܾされていけ

͹、๵қ金融でのܖ約ॻのやりとりや不動産

情報のやりとりをはじめ、金融分໺に加هొ

えて෯広い分໺での応用が期待されている。

おわりに

　「フΟンテック」の分໺は前例のないもの

が多く、lやってみなけれ͹わからないz、

lトライ・アンド・Τラーzというڞ通認ࣝが

ある。「フΟンテック」に関する有ࣝ者によ

（注）2���．AQQMJDBUJPO�1SPHSBNNJOH�*OUFSGBDF（アプリケーション・プログラミング・インターフェイス）のུであり、あるシステϜで
؅理するデータや機能などを外部のシステϜからݺび出して利用するための手ॱやデータࣜܗなどを定めた規約のこと。�������

������30�．住信4#*ネット銀行プレスリリースを参র。
　　　（IUUQT���XXX.OFUCL.DP.KQ�XQM�/#(BUF�J�00500$T�1%�DPSQ@OFXT@20160325）
������31．2014年�月12日に設ཱされた。
������32．2016年中に一般社ஂ法人化を目指す。
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ると、ถ国における「フΟンテック」は、

「はじめに」の図表1でࣔしたハイプサイク

ルでみると、取ࣺબ୒のなかで既に「ݬ໓

期」に入りつつあるという意見もある。一

方、「フΟンテック」がਁಁしていけ͹、

「#BOL3.0（注）33」とݴわれるとおり、これから

は顧客からの要求がなくても金融機関側で

ニーζを۷りىこして金融サービスを提供し

ていくスタイルが定着していくかもしれな

い。また将来、金融機関において・サービス

に高度なテクϊロジーを組み合わせてサービ

ス提供していくことが定着していけ͹、そう

した行動が一般化し、「フΟンテック」という

。༿自体が消えていく可能性もあるだろうݴ

　今後も情報通信ٕज़の発達によって金融

サービスはӨڹを受け続け、ै来のԆ௕ઢと

は異なるl非連続なイϊϕーションzが生まれ

てくるかもしれない。そのような時代に、非

対面チャネルの拡充につながる「フΟンテッ

ク」に対して、マスセールスに積極的なメガ

バ ン ク や 大 手 地 方 銀 行 と 異 な り、

l'BDFTP'BDF（対面）zで金融サービスを提

供する信用金庫がどのように取り組む΂きか

は、その本質をよく理解し、中௕期的な視点

で検討する必要があろう。

　また、利用者の利便性の向上を最前面にଧ

ち出す「フΟンテック」が普ٴするなかで、

信用金庫には、自金庫の経営ઓུや営業ઓུ

（備考�）各種資料等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

図表11　　地域金融ػ関等にお͚る'JO5FDIへの主なऔ組み

Φープϯ
イϊϕーγϣϯ

*1"ߦۜ

Ωϟογュレス

ϒϩοΫνェーϯ

顧客ຬ଍౓޲上Λ意ࣝͨ͠ 金融ػ関ͱフΟϯテοΫ企業ͱのڠಇ

顧客͕ɺࣗ਎͕指定ͨ͠ ৘ใ࿈ൣܞ囲಺でɺイϯλーωοトόϯΩϯά Β͔フΟϯテοΫへの৘ใ࿈͕ܞ
Մೳに

Ϟόイルܾࡁ΍Φϯライϯૹ金などのීٴɺ2�2� 年に͚޲ ΫͨレジοトΧーυ・σビοトΧーυのར用ଅ
進（イϯό΢ϯυফ費औり込み）ɺレジにお る͚ΩϟογュΞ΢トにͱ΋な͏ ̖̩ ̢धཁの௿Լ

セΩュϦテΟ サイόーセΩュϦテΟ対Ԡ

ਓྲྀࡐ動化 lテΫϊϩジーਓࡐの஌ܙ・ΞイσΞz ͱ l金融ਓࡐの専໳஌ࣝz ͱの融߹による৽ͨな෇ՃՁ஋サービ
スの提供

（Ұࣾ）೔ຊϒϩοΫνェーϯڠ会（̟ ̗̖ ）
2016 年̐月15日に（一社）日本Ձ஋ه࿥事業者ڠ会（2014 年�月12日設ཱ）からվ組、ブロックチェーンٕज़
の社会インフラへの応用および政策提ݴなどを行う。
ϒϩοΫνェーϯ推進ڠ会（̗ ̘̘ ̘）
2016 年̐ 月25日に、発ىメンバー34 社で、国内におけるブロックチェーンٕज़の普ܒٴ発、研究開発推進、ւ外
のブロックチェーンஂ体との連携などを目的に設ཱ、2016 年中に一般社ஂ法人化を目指す。

（注）33�．「#BOL1.0」は、金融機関側が顧客に対して金融サービスを提供する場所と時間をܾ定する一方向のスタイル、「#BOL2.0」
は、顧客の要求に対して金融機関側がタイϜリーに金融サービスを提供する૒方向のスタイルをいう。
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にしっかりとしたビジョンを持ち、「お客༷

視点でどのような金融サービスを提供してい

くのか」という方਑をܾめて、「フΟンテッ

ク」の活用を検討することが求められよう。

また、顧客サービス面に加えて、業務・事務

の効率化を目的とした情報通信ٕज़の活用に

ついても併せて検討していく必要があろう。

　最後に、本レポートのࣥචにあたり、

TTデータ経営研究所�金融コンサル/（ג）

テΟングϢニットࠤ�౻఩士༷ならびに໌น

༎༷رには多大なる͝ڠ力をいただいた。本

シリーζの開始に合わせて、ここにްくྱޚ

ਃし上げたい。
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